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論 文 審 査 結 果 の 要 旨
１．本論文の評価と貢献
　本論文の学術的な貢献について、次の４点を挙げることができる。
　第一は、世代会計に関する国内外の広範なサーベイを展開し、コトリコフらの世代会計への批判や反論を
まとめ、コトリコフらの手法を改善し、過去の受益と負担を考慮した日本の世代会計を推計して、世代会計
の分析において不可欠なデータ処理の方法を分かりやすく提示していることである（第１章と第２章）。
　本論文は、コトリコフらの当初の世代会計に適切な前提を加えることで、世代会計が世代間格差の情報を
より正確に伝えるツールになることを強調している。本論文が述べるように、世代間格差の情報を分かりや
すく示すことも、世代会計の大切な役割である。本論文によって、世代会計の有効性が確認でき、データ処
理の方法が丁寧に示されたことは、世代会計に取り組もうとする研究者にとって重要である。今後の世代会
計の発展を考えれば、本論文の貢献は大きい。
　第二は、世代会計のモデルと日本で利用可能なデータの前提が合わない場合や、推計方法の単純化がなさ
れてきた背景があることに関して、とりわけ世帯と個人の扱いや、法人課税と労働所得課税の負担に関する
分配データについて、モデルとの整合性や財政制度を丁寧に考慮したデータの利用により、世代会計の結果
の頑健性を確かめていることである（第３章）。
　モデルと整合的になるように世帯単位のデータを個人単位に変更しても、また、税負担の帰着の想定や現
実の財政制度に沿った形で分配データを用いた推計を行っても、日本の世代会計の推計結果に大きな影響は
ないことを本論文は示した。世代会計の有効性を考えたとき、網羅的に世代会計の結果の頑健性を確かめた
ことは、本論文の大きな貢献である。
　第三は、世代会計の手法の拡張として、遺産の授受と財政危機を考慮したときの世代間格差への影響を分
析していることである（第４章と第５章）。
　まず、世代会計による受益と負担は、私的な世代間移転である遺産によって、どこまで相殺されるかとい
う本論文の問題意識は興味深い。本論文が、日本の世代間格差は遺産によっても大きく相殺されないことを、
拡張された世代会計で示したことは、政策的にも重要である。
　また、通常の世代会計は、将来世代に負担を押しつける結果となる場合が多いが、財政危機が生じる場合
は、現在世代にも重い負担が発生する可能性があることを本論文は指摘し、その具体的な推計を行った。こ
の問題意識も興味深く、分析結果の政策的含意として、財政危機に備えるためには、将来世代に負担を先送
りするのではなく、現在世代も負担を分かち合う必要があることが示されたことは、世代間公平の確保のた
めには重要な意味をもつ。
　これらの遺産や財政危機を取り入れた世代会計の分析は、本論文が初めて取り組むものであり、世代会計
の可能性を広げ、有意義な政策的含意を得たという意味でも、本論文の貢献は大きい。
　第四に、本論文の各章の構成が、体系的に示されていることである。６章立てで、序章と終章を含めると、
合計８章となる本論文であるが、これだけの多章構成であれば、各章のつながりが分かりにくくなる可能性
が高い。しかしながら本論文は、序章から終章にかけて、論理的に各章が展開されており、序章に各章の関
係性を示す見取り図が示されているように、全体を通した構成の完成度が非常に高い。
　本論文を紐解けば、申請者が本論文を執筆するに当たって、明確な問題意識をもち、事前に緻密な研究計
画を立て、それを着実に実行に移し、研究を遂行してきたことを読み取ることができる。全体を通して本論
文が、論理的に構成され、緻密な分析を実施していることを、当審査委員会は高く評価した。
２．本論文の改善を要する点
－ 5－
　本論文に改善を要する点として考えられることは、以下の通りである。
　第一は、本論文は世代間格差を評価しているが、世代内格差の分析は行われていない。たとえば、社会保
障の受益と負担を検討する際には、世代間格差のみならず、世代内格差も考察することが有益である。遺産
についても、世代内格差は大きいと考えられる。
　第二は、本論文の分析では、家計や企業の最適化行動が考慮されていない。たとえば、財政危機における
政府の政策に対し、家計が消費を減らして貯蓄を増加させるなどの反応があれば、財政危機の発生時期や、
世代間格差にも影響を与える可能性がある。
　以上の２点は、世代間格差を分かりやすく示すために、世代会計が一般的に抱える課題でもある。世代会
計には、これらの限界があるものの、この点については申請者自身の責任ではなく、本論文でも最後に課題
としてまとめられており、申請者自身も認識している。これらの課題の克服に関して、その分析の実施には
膨大な時間を要することからも、将来の申請者の研究成果に期待することと判断した。
　なお、理論的な観点からは、世代間の公平性の概念に関する議論も重要であり、その点において本論文で
は十分な議論を行えていない点も若干の課題が残るものであった。この点については残された課題と考えら
れ、今後、申請者が優れた研究者としての地位を確立していくためには、この課題を含め、世代間格差を扱
う分野で高く評価される論文を執筆していくことが必要であろう。
３．審査委員会の結論
　当審査委員会では、厳格な査読と慎重な審査を重ねてきた。審査の過程において論文審査委員から、本論
文で説明が不足している部分や、記述が冗長である部分、さらには追記が必要な部分が指摘され、申請者に
伝えられた。これに対して申請者は、個々の指摘箇所に対して真摯に対応し、当審査委員会のメンバーのあ
らゆる質問に対して、丁寧に回答していた。その結果、当審査委員会では、本論文が適切に修正されたこと
を確認することができた。
　このような厳正なる審査の経緯を通して、本論文の問題意識の明確さ、論旨の一貫性、膨大な作業量と分
析における緻密さ、分析手法の技術的なレベルの高さ、さらには世代会計の分析手法の拡張による有意義な
結果の導出などを勘案し、当審査委員会は本論文が学術研究として十分に評価できると判断するに至った。
　以上の過程を経て、本論文が博士学位の授与にふさわしい内容をもつものであると、当審査委員会の委員
全員一致の意見として判定した。
